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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、財団法人東京都中小企業振興公社（以下「公社」という。）の会計業務全般の

取扱いについて、基本的な事項を定め、財政状態及び事業成績を明らかにして経営の能率的運営

と公益活動の向上を図ることを目的とする。 

（通則） 

第２条 公社の財務及び会計に関する事項は、法令及び公社の東京都中小企業振興公社寄附行為に

定めのある場合のほか、この規程による。 

（会計区分） 

第３条 公社の会計は、一般会計及び特別会計とする。 

2 一般会計は、公益事業に属する経理を、特別会計は、収益事業等の区分経理が必要な事業に属

する経理を行う。 

3 特別会計は、事業にふさわしい名称を付するものとする。 

（会計原則） 



 

第４条 公社の会計は、公益法人会計基準（平成 16 年 10 月 14 日）に基づいて経理するものとし、

次の各号の原則に従って、貸借対照表及び正味財産増減計算書、財産目録（以下「財務諸表」と

いう。）主要簿並びに補助簿（以下「会計帳簿」という。）、収支予算書、収支計算書を作成しなけ

ればならない。 

（1） 公社の健全な運営を図るため収入及び支出は、予算に基づいて行わなければならない。 

（2） 収支予算書は、当該事業年度において見込まれるすべての収入及び支出の内容を明りょう

にするものでなければならない。 

（3） 収支計算書は、当該事業年度におけるすべての収入及び支出をその発生の事実に基づいて

計上し、かつ、収入支出の内容を明りょうに表示するものでなければならない。 

（4） 貸借対照表は、当該事業年度末現在におけるすべての資産、負債及び正味財産の状態を明

りょうに表示するものでなければならない。 

（5） 正味財産増減計算書は、当該事業年度における正味財産のすべての増減内容を明りょうに

表示するものでなければならない。 

（6） 財産目録は、当該事業年度末現在におけるすべての資産及び負債につき、その名称、数量、

金額等を詳細に表示するものでなければならない。 

（7） 第 2号にかかわらず、理事長は、国又は東京都が緊急に実施する行政施策に基づく補助金、

委託費、貸付金等で収入が確実に見込まれる場合に限り公社の事業を変更し、又は新設し、当

該事業に直接必要な経費を支出することができる。この場合において、理事長は、遅滞なく次

の評議員会及び理事会において報告しなければならない。 

（8） 会計処理の方法及び手続並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度継続して適用し、みだ

りにこれを変更してはならない。 

（事業年度） 

第５条 公社の事業年度は、毎年 4月 1日から翌年 3月 31 日までとする。 

（年度所属区分） 

第６条 公社の会計の年度区分は、資産、負債及び正味財産の増減及び異動並びに収益及び費用の

発生をその原因たる事実の発生した日により年度所属を区分するものとし、これにより難い場合

は、その原因たる事実を確認した日により年度所属を区分するものとする。 

（会計機関） 

第７条 会計事務の所掌は、別に定める場合を除くほか、次により行うものとする。 

会計総括者      理事長 

会計事務責任者    事務局長 

会計事務取扱者    総務課長 

会計事務取扱者    城東支社長 

会計事務取扱者    城南支社長 

会計事務取扱者    多摩支社長 

会計事務取扱者    産業貿易センター浜松町館長 

会計事務取扱者    産業貿易センター台東館長 

会計事務取扱者    京浜島勤労者厚生会館長 



 

会計事務取扱者    三宅勤労福祉会館長 

会計事務取扱者    知的財産総合センター次長 

2 会計事務取扱者の取扱事案は、次のとおりとする。 

（1） 支社長及び館長は、事務局処務規程第 21 条第 2号から 6号に掲げる決定事案及び年間契約

に係る各月の継続支払いに関する事案を行うものとする。 

（2） 総務課長は、前号に掲げる組織以外の決定事案を行うものとする。 

 

第２章 勘定科目及び帳簿 

 

（勘定科目） 

第８条 公社の会計は、貸借対照表勘定及び正味財産増減計算書勘定並びに収入支出計算勘定に区

分する。 

2 各会計の勘定科目は、理事長がこれを定める。 

（帳簿） 

第９条 公社は、会計に関し、次に掲げる主要簿及び補助簿を備えすべての取引及び関係事項を記

帳しなければならない。 

主 要 簿 

総 勘 定 元 帳 

仕 訳 帳（伝票綴） 

補 助 簿 

収 入 予 算 差 引 簿 

支 出 予 算 差 引 簿 

金 銭 出 納 簿 

銀 行 勘 定 帳 

固 定 資 産 台 帳 

借 入 金 整 理 簿 

有 価 証 券 台 帳 

資 金 貸 付 先 台 帳 

貸 与 先 台 帳 

リ ー ス 先 台 帳 

リース設備固定資産台帳 

基 本 財 産 台 帳 

預 か り 手 形 台 帳 

 特 定 資 産 台 帳 

 指 定 正 味 財 産 台 帳 

（会計帳簿の照合） 

第１０条 会計事務責任者は、毎月末日における総勘定元帳と補助簿との金額を照合しなければな

らない。 



 

（会計伝票） 

第１１条 会計伝票は、次の 3種類とする。 

収  入  伝  票 

支  出  伝  票 

振  替  伝  票 

2 収入伝票及び支出伝票は直接現金の入出がある取引に、振替伝票は直接現金の入出を伴わない

取引又は一部現金の入出に伴う複合取引に使用する。 

3 会計帳簿への記載は、すべて会計伝票によらなければならない。 

（帳簿書類の保存期間） 

第１２条 財務諸表及び会計帳簿、収支予算書、収支計算書は、事業年度終了後、最低 10 年間保存

しなければならない。 

2 前項以外の会計関係書類の保存期間は、理事長が別に定める。 

 

第３章 金銭出納 

 

第１節 通則 

（会計事務責任者の事務） 

第１３条 会計事務責任者は、次の各号に掲げる事務を行うものとする。 

（1） 小切手を振り出すこと。 

（2） 振替依頼書及び払込通知書を発行すること。 

（3） 預金を組み替えること。 

（4） 収入金を収納すること。 

（5） 収入した金銭を第 15 条に規定する取引銀行に預金又は預託すること。 

（6） 有価証券の管理に関すること。 

（7） 固定資産の管理に関すること。 

（8） 物品の管理に関すること。 

（9） 債権及び債務の処理に関すること。 

2 会計事務責任者は、前項の事務について、別に定めるところにより会計事務取扱者に行わせる

ことができる。 

（金銭の範囲） 

第１４条 この規程において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1） 「金銭」とは、現金及び預金をいう。 

（2） 「現金」とは、通貨のほか、小切手その他随時に通貨と引き替えることができる証書をいう。 

（3） 「預金」とは、当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、金銭信託等をいう。 

2 手形及び有価証券は、金銭に準じて扱う。 

（取引銀行） 

第１５条 公社の預金又は預託金の口座を設ける金融機関（以下「取引銀行」という。）の指定及び

変更は、理事長が行う。 



 

（預金の名義人及び印鑑等の保管） 

第１６条 預金の名義人は、理事長とする。 

2 小切手帳及びこれに使用する印鑑は、不正に使用されることがないように、会計事務責任者が

厳重に保管しなければならない。 

（金額等の訂正） 

第１７条 会計伝票、帳簿その他収支に関する証拠書類の金額、数量その他の記載事項は、改ざん

してはならない。 

2 会計伝票、帳簿その他収支に関する証拠書類の記載事項を訂正しようとするときは、訂正した

部分に赤の二線を引き、その上部又は右側に正書し、削除した文字は、明らかに読み得るように

しておかなければならない。 

3 前項の規定により訂正したときは、訂正部分に訂正者の認印を押さなければならない。 

4 前 2 項の規定にかかわらず、会計伝票の首票金額は、これを訂正することができない。 

（余裕金の運用） 

第１８条 理事長は、公社に余裕資金がある場合は、定期預金又は元本返済の確実な有価証券等に

より事業の執行に支障のない範囲内で効率的に運用するものとする。 

（金銭の残高照合） 

第１９条 現金残高は、毎日終業時に金銭出納簿の残高と照合しなければならない。 

2 預金の残高については、毎月末に取引銀行の預金残高証明書により帳簿と照合しなければなら

ない。 

3 有価証券は、四半期に 1回帳簿と照合しなければならない。 

（現金過不足） 

第２０条 金銭に過不足を生じた場合は、会計事務責任者は、会計総括者に遅滞なく報告し、その

指示を受けなければならない。 

第２節 収入 

（収入調定） 

第２１条 収入金を収入しようとするときは、その根拠、所属年度、収入科目、収入時期及び金額

を明確にし、収入の決定（以下「調定」という。）をしなければならない。ただし、調定のいとま

がなくその性質上即納させることが好ましいときは、事後調定の方法により収納するものとする。 

（納入の通知） 

第２２条 前条の規定により調定したときは、請求書及び口座振込依頼書を発行し、債務者に送付

しなければならない。ただし、次の各号に掲げる収入については、口座振込依頼書の発行を省略

し、銀行振込口座を指定して、収入金を請求することができる。 

（1） 預金利子その他これに準ずるもの 

（2） 補助金 

（3） 借入金 

（4） 家賃・共益費 

（5） 契約に基づき継続的に収入が見込まれるもの 

（6） その他、前各号に準ずるもの 



 

2 前項の規定による払込通知書は、納付期限の 15 日前までに発行しなければならない。 

3 納付期限を経過しても入金がないときは、直ちに督促状を発行しなければならない。 

（収納） 

第２３条 収納は、会計事務責任者が行い、取引銀行から収入通知があった場合は、収入調定兼収

入通知書と照合確認の上、収入伝票又は振替伝票を発行しなければならない。 

2 前項の場合において、前条の口座振込依頼書の発行を省略したものの収納は、口座振込を指定

した取引銀行の預金通帳により入金を確認した上で、収入伝票又は振替伝票を発行しなければな

らない。 

（収納金銭の管理） 

第２４条 収納した金銭は、日々取引銀行に預け入れ、これを直接支出に充当してはならない。 

2 会計事務取扱者は、現金を収納する場合において、釣銭を準備する必要があるときは、5 万円

以内に限って払込むべき金額の中から必要な額を留め置くことができる。 

3 金銭を収納したときは、所定の領収書を発行しなければならない。この場合において、銀行振

込み等によって入金したときは、取引銀行の振込金受領書をもってこれに代えることができる。 

（未収金） 

第２５条 債権の確定の際、直ちに現金収納しないものは、未収金として経理しなければならない。 

（不納債権の処理） 

第２６条 公社は、次の各号の一に該当する債権があるときは、これを不納欠損として処理するこ

とができる。 

（1） 債務履行期日後 5年（当該債権の消滅時効が 5 年より短いときは、その年数）を経過し、か

つ、債務者の住所又は居所が不明であって差し押さえることのできる財産がないとき。 

（2） 強制執行その他の債権の取立てに要する費用が当該債権の金額より多額であると認められる

とき。 

（3） 強制執行後なお回収不能の残額があるとき。 

（4） その他債権の取立てが著しく困難であると理事長が認めたとき。 

第３節 支出 

（支出の請求） 

第２７条 支出は、支払を受けるものの請求によらなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、次の支出については、請求を要しないものとする。 

（1） 法令、規定等に基づく報酬及び給与 

（2） 謝礼金、見舞金その他これに類する経費 

（3） 事業主が負担する社会保険料 

（4） 前 3号に掲げるもののほか、経費の性質により請求書を提出させることが不適当な経費 

（支出の命令） 

第２８条 公社事案決定実施要領に基づく決定権者は、請求書の提出を受けたときは、その内容を

調査し、適当と認めたときは、支出原義書により会計事務責任者に支払の請求をしなければなら

ない。 

（支出の決定） 



 

第２９条 会計事務責任者は、前 2 条の規定により支出しようとするときは、予算に違反していな

いこと及び債務が確定していることを確認して支出するものとする。 

（支払方法） 

第３０条 支払は、すべて支出伝票によりこれを行い、原則として定時払いとする。 

2 支出金は、銀行等口座振替の方法により支払うものとする。この場合の領収書は、金融機関の

払込領収書又はこれを証する書類をもって代えることができる。 

3 前 2 項の規定にかかわらず、債権者から申出があるとき、又は特に必要があるときは、債権者

の領収書を徴し、現金又は取引銀行を支払人とする小切手をもって支払うことができる。 

（資金前渡） 

第３１条 次に掲げる経費は、事務局処務規程（公社規程第 8号）第 4条に定める課長等の職にあ

る者の請求に基づき、必要な資金を前渡することができる。 

（1） 役員又は職員に支払う報酬、給与及び旅費 

（2） 賃金、非常勤職員報酬、講師謝金その他これに類する経費 

（3） 供託金 

（4） 講習会又は研修会参加費その他これに類する経費 

（5） 交際渉外費 

（6） 外国において支払う経費 

（7） 遠隔の地又は交通不便の地域において支払いする経費 

（8） 事業を行う現場等において直接支払を必要とする経費 

（9） 即時支払いをしなければ契約が困難な請負、買入れ又は借入れに要する経費 

（10） その他理事長が特に必要と認めた経費 

2 前項の支出に係る支出伝票には、その旨を表示しなければならない。 

3 第 1 項の資金の前渡を受けた者は、その支払を完了したときは精算報告をしなければならない。

ただし、第 1号及び第 2号に掲げる経費（概算で支給する旅費は除く。）及び債務の確定している

ものに対する支払いについては、これを省略することができる。 

（前金払及び概算払） 

第３２条 次に掲げる経費については、前金払又は概算払をすることができる。 

（1） 法令等の定めにより官公署等に対して支払う経費 

（2） 負担金及び委託金 

（3） 前金払又は概算払による支払をしなければ契約困難な請負、買入れ又は借入に要する経費 

（4） 旅費及び運賃 

（5） 保険料 

（6） 借入利息 

（7） その他理事長が必要と認めた経費 

2 前項の支出に係る支出伝票には、その旨を表示しなければならない。 

3 第 1 項の概算払を受けた者は、その支払を完了したときは精算報告をしなければならない。 

（立替払） 

第３３条 事業実施において、緊急に即現金で支払をする必要が生ずるものについては、立替払の



 

方法により経費を支払うことができる。 

2 立替払により経費を支払った者は、速やかに所属課長等に請求しなければならない。 

3 請求を受けた課長等は、立替払が適当と認めた場合は、会計事務責任者に支払の請求をし、立

替者から領収書を徴し、立替金を支払うものとする。 

4 前項の支出に係る支出伝票には、その旨を表示しなければならない。 

（手持現金） 

第３４条 会計事務責任者は、日常の支払に充てるため、各会計ごとに、5 万円以内の現金を保管

することができる。 

（未払金） 

第３５条 当該年度において発生した債務で、直ちに支払をしないものについては、未払金として

経理しなければならない。 

（振替伝票の作成） 

第３６条 会計事務責任者は、勘定振替の事由が生じたときは、遅滞なく振替伝票を作成しなけれ

ばならない。 

第４節 預り金及び預り有価証券 

（整理区分） 

第３７条 預り金及び預り有価証券は、それぞれ次の区分によって整理しなければならない。 

保証金 

入札保証金 

契約保証金 

貸与契約保証金 

その他の保証金 

預り金 

源泉徴収所得税 

区、市、町村民税 

社会保険料 

その他の預り金 

 

第４章 固定資産等 

 

（固定資産の範囲） 

第３８条 この規程において固定資産は、基本財産、特定資産とその他の固定資産とに分類し、そ

の他固定資産は、次の各号に掲げるものをいう。 

（1） 有形固定資産土地、建物、車両運搬具、資産備品及びリース設備をいう。 

（2） 無形固定資産借地権、地上権、電話加入権、保証金及び敷金をいう。 

（3） 投資及び出資有価証券、貸付信託、金銭信託、出資金、共済年金積立金及び差入保証金を

いう。 

2 有形固定資産は、その取得価額が 20 万円以上で、かつ、使用可能年数 1年以上の使用目的の資



 

産をいう。 

（減価償却） 

第３９条 固定資産のうち、土地を除く有形固定資産及び無形固定資産並びに繰延資産は、償却資

産として毎事業年度減価償却を行うものとする。ただし、補助金により取得したものを除く。 

2 減価償却は、定額法により毎年度末に行い、その整理方法は、有形固定資産（リース設備は除

く。）については間接法、リース設備及び無形固定資産並びに繰延資産については直接法によるも

のとする。 

3 リース設備及びリースソフトの減価償却については、リース期間を償却年数とし、残存価格を

ゼロとするリース期間定額法により実施する。ただし、特定中小企業者の新分野進出等による経

済の構造的変化への適応の円滑化に関する臨時措置法（平成 5年法律第 93 号）による償還猶予に

当たっては、当初締結したリース期間とする。 

4 補助金により取得した固定資産（土地及びリース設備は除く。）については、同額の固定資産圧

縮記帳特別勘定を設けるものとする。 

（増減異動） 

第４０条 会計事務責任者は、固定資産の用途を廃止し、撤去し、又は廃棄したとき、その他増減

異動があったときは、振替伝票を発行しなければならない。 

（貸与設備） 

第４１条 貸与設備については、経理上これを流動資産とする。 

（貸倒引当金） 

第４２条 貸与設備の貸与料の収納不能に備えるため、別に定める要領にもとづき、貸倒引当金に

繰り入れるものとする。 

（退職給付引当金） 

第４３条 職員の退職手当の支給に備えるため、期末要支給額を限度とし、計算した金額を積み立

てるものとする。 

（その他引当金等） 

第４４条 公社は、貸倒引当金及び退職給付引当金以外の引当金、準備金、積立金等を設ける場合

は、目的が対象事業を長期的かつ安定的に維持し、かつ、発展させていくために特に必要と認め

られるものであり、かつ、保留運用しようとする金額が保留運用しようとする目的に照らして、

相当と認められる金額の範囲内である場合に限るものとする。 

 

第５章 物品会計 

 

第１節 通則 

（物品の範囲） 

第４５条 この規程において物品とは、現金・預金、有価証券及び資産備品を除く費用支出による

すべての動産で、耐用年数 1年未満又は 1個 1組の取得価額が 20 万円未満のものをいう。 

（物品の区分） 

第４６条 物品は、その適正な供用を図るため、会計別に分類し、次の各号に掲げる区分に従い、



 

品名別に区分しなければならない。 

（1） 備品 

（2） 消耗品 

（3） 不用品 

2 消耗品は、その取得価額が 5万円未満のものをいう。 

（物品受払主任） 

第４７条 物品の出納及び保管に関する事務を行わせるため物品受払主任（以下「主任」という。）

を置く。 

2 主任は、公社職員のうちから事務局長が指名する。 

（帳簿） 

第４８条 主任は、次の帳簿を備えて、整理しなければならない。 

（1） 備品受払簿 

（2） 消耗品受払簿 

（3） 不用品受払簿 

（4） 郵券類受払簿 

（5） 貸与品整理簿 

（供用者の設置） 

第４９条 供用物品の管理を行わせる供用者を置き、各課の課長、館長、支社長、知的財産センタ

ー次長をもってこれに充てる。 

第２節 不用品の処分 

（組替） 

第５０条 保管又は供用中の物品のうち、本来の用途に供することができないと認められるものに

ついては、当該物品を不用品に組み替えなければならない。 

（売却） 

第５１条 保管している不用品は、適宜とりまとめ、売却手続をとらなければならない。 

（廃棄） 

第５２条 保管している不用品のうち、売却することができないものがあるときは、廃棄処分調書

を作成し、焼却し、又は棄却しなければならない。 

第６章 予算 

（目的） 

第５３条 予算は、総合的かつ長期的視野にたって、合理的基準に基づき編成し、その計画的かつ

効率的な執行を図らなければならない。 

（予算の提出） 

第５４条 理事長は、毎会計年度開始前に事業計画案を策定し、これに基づく収入支出の基本方針

を定め、予算案を編成し評議員会及び理事会に提出しなければならない。 

2 理事長は、第 1 項の事業計画案及び予算案を提出後、その補正を必要とする理由が生じた場合

は、補正予算案を提出することができる。 

（予算の内容） 



 

第５５条 予算の内容は、次の各号に掲げるものとする。 

（1） 収入支出予算 

（2） 長期借入金 

（3） 一時借入金 

（予算の区分） 

第５６条 予算は、第 8条の収入支出計算に係る勘定の区分に従って作成する。 

2 前項の予算は、その性質及び目的に従って、大及び中に区分し、実施に当たっては、更に小に

区分して執行しなければならない。 

（予備費） 

第５７条 予測し難い予算の不足を補うため、予備費として相当の金額を予算に計上するものとす

る。 

（予算の執行） 

第５８条 理事長は、決定された予算の実施に努力し、当該目的、区分に従って執行しなければな

らない。 

2 支出予算の執行は、各科目に定められた金額の範囲内でこれを行わなければならない。だたし、

第 4条第 7項の規定による場合を除く。 

3 理事長は、前項の規定にかかわらず、支出予算の執行上必要があり、かつ、適当と認めるとき

は、同一大の中の間又は同一中の小の間において流用することができる。 

（一時借入金） 

第５９条 理事長は、資金の収支状況により、一時資金を借り入れる必要があると認めるときは、

歳入予算の範囲内で借り入れすることができる。 

2 前項の借入金は、年度内に返済しなければならない。 

 

第７章 決算 

 

（決算の目的） 

第６０条 決算は、当該事業年度間のすべての取引の会計記録を区分された会計経理ごとに整理集

計し、当該期間の収入支出決算及び損益計算を行うとともに期末の財政状態を明らかにすること

を目的とする。 

（決算の種類） 

第６１条 決算は、月次決算及び期末決算とする。 

（月次決算） 

第６２条 会計事務責任者は、毎月末日をもって収入支出決算書及び残高試算表を作成し、翌月 10

日までに理事長に提出しなければならない。 

（期末決算） 

第６３条 会計事務責任者は、毎会計年度の末日をもって、次に掲げる決算に関する書類を作成し、

5月 15 日までに理事長に提出しなければならない。 

（1） 事業報告書 



 

（2） 貸借対照表 

（3） 正味財産増減計算書 

（4） 財産目録 

（5） 収支計算書 

（監査） 

第６４条 理事長は、前条に定める決算に関する書類を作成後、監事の監査を経て評議員会及び理

事会に付議するものとする。 

 

第８章 契約 

 

（通則） 

第６５条 この規程において契約とは、物品の調達、賃貸借、動産の売買等、公社の業務遂行上必

要のある契約をいう。 

（契約の方法） 

第６６条 契約は、次のいずれかの方法により締結するものとする。 

（1） 指名競争入札（以下「競争入札」という。） 

（2） 複数見積契約 

（3） プロポーザル方式 

（4） 特別契約 

（競争入札） 

第６７条 第 68 条から第 68 条の 3までの規定に基づく契約ができるもの以外の契約は、競争入札

とする。 

2 前項の規定にかかわらず、設備貸与事業における貸与設備機械等の購入契約において、申込企

業から購入先の指定があった場合は、競争入札から除くものとする。 

（複数見積契約） 

第６８条 次の各号の一に該当するときは、競争入札によらず、複数見積契約により、契約を締結

することができる。 

（1） 予定価格 1件 250 万円以下の工事又は製造の請負 

（2） 予定価格 1件 160 万円以下の財産の買入れ 

（3） 予定価格 1件 80 万円以下の物件の借入れ 

（4） 予定価格 1件 50 万円以下の財産の売払い 

（5） 予定価格 1件 100 万円以下の前各号に掲げるもの以外のもの 

（プロポーザル方式） 

第６８条の２ 契約の性質又は目的が競争入札及び複数見積契約に適さず、企画内容の提案により

契約相手を選定する必要のあるときは、プロポーザル方式により、契約を締結することができる。 

（特別契約） 

第６８条の３ 次の各号の一に該当するときは、競争入札、複数見 積契約及びプロポーザル方式

によらず、単数見積により契約を締結 することができる。 



 

（1） 緊急契約 緊急の必要により契約しなければならないとき。 

（2） 独占契約 特許及び著作権等の関係により、契約の相手方が一者に限定されるとき。 

（3） 少額契約 予定価格が１件 30 万円未満のとき。 

（4） 特定契約 次に掲げるものの一に該当するとき。 

イ 競争入札又は複数見積契約に付することが不利と認められるとき。 

ロ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

ハ 官公庁、公法人又は公益法人と契約するとき。 

ニ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

ホ 落札者が契約を締結しないとき。 

へ 前各号に定めるもののほか、理事長が特に必要と認めたとき。 

2 前項第 4 号ホの規定により特定契約とする場合は、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初

競争入札に付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができない。 

3 第1項第4号への規定により特定契約とする場合は、落札金額の制限内でこれを行うものとし、

かつ、履行期限を除くほか、最初競争入札に付するとき定めた条件を変更することができない。 

（見積書の徴取） 

第６９条 第 68 条から第 68 条の 3までの契約によろうとするときは、契約条件その他見積りに必

要な事項を示して、見積書を徴さなければならない。ただし、法令により価格を定められている

物件を買い入れるとき及び貸与設備機械等の購入その他必要がないと認められるときは、この限

りでない。 

（保証金の納付） 

第７０条 理事長は、競争入札に参加しようとする者、又は契約を締結しようとする者をして、次

の保証金を納めさせなければならない。 

（1） 入札保証金      入札金額の 100 分の 3以上 

（2） 契約保証金      契約金額の 100 分の 10 以上 

（3） 貸与契約保証金    契約金額の 100 分の 10 以上 

2 理事長は、前項の規定にかかわらず、競争入札に参加しようとする者又は契約を締結しようと

する者の信用経歴及び東京都又は公社における契約に関する実績等を勘案し、その必要がないと

認めるときは、保証金の全部又は一部を納めさせないことができる。ただし、貸与契約保証金は、

この限りでない。 

（入札の方法） 

第７１条 競争入札により契約を締結しようとするときは、総価をもって入札に付さなければなら

ない。ただし、一定期間継続している製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約の場合にお

いては、単価について入札に付することができる。 

（開札） 

第７２条 開札は、所定の場所に又は入札終了後直ちに入札者を立ち会わせてしなければならない。 

（落札者の決定） 

第７３条 理事長は、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内において最高又は最低の価格を

もって、申込みをした者を落札者とする。 



 

（契約書の作成） 

第７４条 理事長は、落札者が決定したとき、又は第 68 条から第 68 条の 3までの契約の相手方を

決定したときは、遅滞なく契約書を作成しなければならない。ただし、第 68 条から第 68 条の 3

までの契約による場合は、請書によることができる。また、第 68 条の 3第 1項第 3号に規定する

少額契約の場合は、請書を省略することができる。 

（監督及び検査の実施） 

第７５条 理事長は、工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約

を締結した場合において、契約の適正な履行を確保するため、又はその受ける給付の完了の確認

をするため、必要な監督又は検査をしなければならない。ただし、給付の完了後相当の期間内に、

取替え、補修その他必要な措置を講ずる旨の特約があるときは、検査の一部を省略することがで

きる。 

 

第９章 監督責任等 

 

（監督責任） 

第７６条 会計総括者は、現金・預金及び有価証券の出納保管その他の会計事務について担当者を

指揮監督しなければならない。 

2 会計事務責任者は、現金・預金及び有価証券並びに物品の出納保管に関する事務について、担

当職員を指揮監督しなければならない。 

（保管及び管理責任） 

3 会計事務責任者は、会計事務取扱者に係る現金及び有価証券等の出納保管その他会計事務につ

いて、所属の係員のうちから検査員を命じて毎年度 1回以上の検査をさせなければならない。 

第７７条 現金・預金、有価証券、物品及び財産の取扱者は、その管理及び保管について、善良な

管理者の注意を怠ってはならない。（亡失及び損傷の報告） 

第７８条 現金・預金、有価証券、物品及び財産等について、亡失し、損傷し、その他事故があっ

たときは、その管理責任者は、直ちに事故報告書を作成し、理事長に提出しなければならない。

ただし、軽微なものについては、事故報告書を省略することができる。 

第１０章  雑則 

（事務引継） 

第７９条 現金・預金、有価証券、物品及び財産等の管理責任者が異動したときは、10 日以内に、

前任者は、その事務を後任者に引き継がなければならない。 

2 前項の規定による引継ぎをするときは、双方立会いの上、帳簿及び関係書類と現金・預金、有

価証券、物品及び財産等の照合をし、引継書を作成し、会計総括者に報告しなければならない。 

3 前任者が事故のため引継ぎをすることができないときは、会計総括者の命じた職員に、前 2 項

の規定による事務の引継ぎをさせなければならない。 

（実施細目） 

第８０条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が定める。 

（様式） 



 

第８１条 この規程の執行について必要な諸様式は、理事長が別に定める。 

附 則 

この規程は、昭和 58 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、昭和 59 年 4 月 24 日から施行し、昭和 59 年 4 月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、昭和 61 年 9 月 29 日から施行し、昭和 61 年 10 月 1 日から適用する。 

附 則 

この規程は、昭和 62 年 4 月 20 日から施行し、昭和 62 年 4 月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成元年 4月 7日から施行し、平成元年 4月 1日から適用する。附則この規程は、

東京都知事の承認のあった日から施行し、平成 2年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、東京都知事の承認のあった日から施行し、平成 5年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、東京都知事の承認のあった日から施行し、平成 6年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、東京都知事の承認のあった日から施行し、平成 8年 4月 1日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成 10 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 11 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 12 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 13 年 3 月 31 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 14 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 15 年 4 月 1日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成 16 年 4 月 1日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成 18 年 4 月 1日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成 19 年 4 月 1日から施行する。 

  附 則 

この規程は、平成 20 年 4 月 1日から施行する。 
 


